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【安定操作に関する事項】 該当事項なし
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【事務連絡者氏名】 総合資金部副部長　　府　川　剛　士

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 30,000百万円
 

【発行登録書の内容】

提出日 2025年４月４日

効力発生日 2025年４月12日

有効期限 2027年４月11日

発行登録番号 ７-関東１

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額　600,000百万円
 

　

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

７-関東１-１ 2025年６月５日 40,000百万円 － －

実績合計額(円)
40,000百万円

（40,000百万円）
減額総額(円) なし

 

　　(注) 実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額(下段(　)書きは発行価額の総額の合計額)に基

         づき算出しております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額)

 
　560,000百万円

(560,000百万円)
 

 
(注)残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

(下段(　)書きは発行価額の総額の合計額)に基　　　

づき算出しております。
 

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項なし
 

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円
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第一部 【証券情報】

第１ 【募集要項】

１ 【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄
三井住友信託銀行株式会社第36回無担保社債
(社債間限定同順位特約付)

記名・無記名の別 該当事項なし

券面総額又は振替社債の総額(円) 金30,000百万円

各社債の金額(円) 金１億円

発行価額の総額(円) 金30,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年1.910％

利払日 毎年１月22日及び７月22日

利息支払の方法

１　利息支払の方法及び期限

(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から償還すべき日（以

下「償還期日」という。）までこれをつけ、2026年７月

22日を第１回の利息を支払うべき日（以下「支払期日」

という。）としてその日までの分を支払い、その後毎年

１月22日及び７月22日の２回に各々その日までの前半か

年分を支払う。ただし、半か年に満たない利息を計算す

るときは、その半か年間の日割でこれを計算する。計算

の結果、１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てる。

(2) 支払期日が銀行休業日にあたるときは、支払はその前銀

行営業日にこれを繰り上げる。

(3) 償還期日後は本社債には利息をつけない。

２　利息の支払場所

別記「(注)10 元利金の支払」記載のとおり。

償還期限 2031年１月22日

償還の方法

１　償還金額

各社債の金額100円につき金100円

２　償還の方法及び期限

(1) 本社債の元金は、2031年１月22日にその総額を償還す

る。

(2) 本社債の償還期日が銀行休業日にあたるときは、支払は

その前銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3) 本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替

機関」欄に定める振替機関が別途定める場合を除き、い

つでもこれを行うことができる。

３　償還元金の支払場所

    別記「(注)10 元利金の支払」記載のとおり。

募集の方法 国内における一般募集

申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振
替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 2026年１月15日

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 2026年１月22日

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋兜町７番１号

担保
本社債には担保ならびに保証は付されておらず、また特に留保
されている資産はない。
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財務上の特約(担保提供制限)

１　当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債の払込

期日以降、当社が国内で既に発行した、または国内で今後

発行する他の無担保社債（ただし、別記「財務上の特約(そ

の他の条項)」欄で定義する担付切換条項が特約されている

無担保社債を除く。）のために、当社の所有する資産に担

保権を設定する場合には、本社債のために担保付社債信託

法に基づき、当該資産の上に同順位の担保権を設定する。

２　当社が本欄第１項により本社債のために担保権を設定する

場合、当社は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、

かつ、その旨を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準

じて公告する。

財務上の特約(その他の条項)

本社債には担付切換条項等その他の財務上の特約は付されてい
ない。担付切換条項とは、純資産額維持条項等当社の財務指標
に一定の事由が生じた場合に期限の利益を喪失する旨の特約を
解除するために担保権を設定する旨の特約、または当社が自ら
いつでも担保権を設定することができる旨の特約をいう。

(注) １　信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付

(1) 株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）

本社債について、当社はR&IからＡＡ－（ダブルＡマイナス）の信用格付を2026年１月15日付で取得している。

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や個々の債務等が約定どおりに履行され

る確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リスク、市場価値リ

スク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものではない。R&Iの信用格付

は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明ではない。また、R&Iは、明示・黙示を問わず、提供

する信用格付、またはその他の意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他一

切の事項について、いかなる保証もしていない。

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じているが、これらの情報の正確性等につ

いて独自に検証しているわけではない。R&Iは、必要と判断した場合には、信用格付を変更することがある。また、

資料・情報の不足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。利息・配当の繰り延べ、元本の返済

猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付は、その蓋然性が高まったとR&Iが判断した場合、発行体格付または保

険金支払能力とのノッチ差を拡大することがある。

一般に投資にあたって信用格付に過度に依存することが金融システムの混乱を引き起こす要因となり得ることが知ら

れている。

本社債の申込期間中に本社債に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&Iのホームページ(https://www.r-

i.co.jp/rating/index.html)の「格付アクション・コメント」及び同コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックし

て表示されるリポート検索画面に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手することが

できない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

R&I：電話番号03-6273-7471

(2) 株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

本社債について、当社はJCRからＡＡ（ダブルＡ）の信用格付を2026年１月15日付で取得している。

JCRの信用格付は、格付対象となる債務について約定どおり履行される確実性の程度を等級をもって示すものであ

る。JCRの信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのJCRの現時点での総合的な意見の表明であり、当該確実性

の程度を完全に表示しているものではない。また、JCRの信用格付は、デフォルト率や損失の程度を予想するもので

はない。JCRの信用格付の評価の対象には、価格変動リスクや市場流動性リスクなど、債務履行の確実性の程度以外

の事項は含まれない。JCRの信用格付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境などの変化に伴い見直

され、変動する。また、JCRの信用格付の付与にあたり利用した情報は、JCRが格付対象の発行体及び正確で信頼すべ

き情報源から入手したものであるが、当該情報には、人為的、機械的またはその他の理由により誤りが存在する可能

性がある。本社債の申込期間中に本社債に関してJCRが公表する情報へのリンク先は、JCRのホームページ

(https://www.jcr.co.jp/)の「ニュースリリース」右端「一覧を見る」をクリックして表示される「ニュースリリー

ス」（https://www.jcr.co.jp/release/）に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を入手

することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。

JCR:電話番号03-3544-7013

２　振替社債

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第２号の規定

に基づき社債等振替法の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67条第１項の規定に基づき社

債券を発行することができない。

３　社債管理者の不設置

本社債は、会社法第702条ただし書の要件を充たすものであり、本社債の管理を行う社債管理者は設置されていない。

４　期限の利益喪失に関する特約

(1) 当社は、次に掲げる事由のいずれかが発生した場合には、本社債総額について期限の利益を喪失する。

① 当社が本社債の利息の支払いを怠り、５銀行営業日が経過してもこれを履行または解消できないとき。
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② 当社が別記「財務上の特約(担保提供制限)」欄の規定に違背したとき。

③ 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、または期限が到来してもその弁済をすることができない

とき。

④ 当社が社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、若しくは当社以外の社債または社債を除く借

入金債務に対して当社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすることが

できないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が50億円を超えない場合はこの限りではない。

⑤ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の申立をし、または解散（合併の場合を除

く。）の決議をしたとき。

⑥ 当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命令を受けた

とき。

(2) 本(注)４(1)の規定により本社債について期限の利益を喪失した場合は、当社はただちにその旨を公告する。

(3) 期限の利益を喪失した本社債は、ただちに支払われるものとし、直前の利息の支払期日の翌日から、現実に支払がな

された日または弁済の提供がなされた旨を公告した日から５銀行営業日を経過した日のいずれか早い方の日まで、別

記「利率」欄記載の利率による経過利息をつけるものとする。ただし、期限の利益喪失日に弁済の提供がなされなか

った場合には、本社債の元本及び期限の利益喪失日までの経過利息について、期限の利益喪失日の翌日から、現実の

支払がなされた日または弁済の提供がなされた旨を公告した日から５銀行営業日を経過した日のいずれか早い方の日

まで、別記「利率」欄記載の利率による遅延損害金をつけるものとする。

５　社債権者に通知する場合の公告

本社債に関して社債権者に通知する場合の公告は、法令に別段の定めがあるものを除いては、当社の定款所定の新聞紙

に掲載する。

６　社債要項の公示

当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。

７　社債要項の変更

(1) 本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本(注)９の発行代理人及び支払代理人を除く。）の変更は、法令に定

めがあるときを除き、社債権者集会の決議を要するものとし、さらに当該決議に係る裁判所の認可を必要とする。

(2) 本(注)７(1)の社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすものとする。

８　社債権者集会

(1) 本社債及び本社債と同一の種類（会社法第681条第１号に規定する種類をいう。）の社債（以下「本種類の社債」と

いう。）の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに本種類の社債の社

債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号に掲げる事項を公告する。

(2) 本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。

(3) 本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当社が有する本種類の社債についての各社債の金額の合計額は算

入しない。）の10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、当社に対し、本種類の社債に関する社債等

振替法第86条第３項に定める書面を提示したうえ、本種類の社債の社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を

記載した書面を当社に提出して社債権者集会の招集を請求することができる。

９　発行代理人及び支払代理人

三井住友信託銀行株式会社

10　元利金の支払

本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄に定める振替機関の業務規程その他の規則等に従って支

払われる。

２ 【社債の引受け及び社債管理の委託】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 15,600
１　引受人は本社債の全

額につき連帯して

買取引受を行う。

２　本社債の引受手数料

は総額7,750万円と

する。

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 4,800

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 4,800

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目２番１号 1,800

ＢＮＰパリバ証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 900

東海東京証券株式会社
愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１
号

900

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ
ー証券株式会社

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 300
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東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀四丁目７番１号 300

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区虎ノ門二丁目６番１号 300

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 300

計 ― 30,000 ―
 

 

(2) 【社債管理の委託】

 該当事項なし

 
３ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

30,000 85 29,915
 

 

(2) 【手取金の使途】

上記の差引手取概算額29,915百万円は、貸出金や有価証券取得等の長期的投資資金及び経費支払等の一般運転資金に充当す

る予定ですが、その具体的な内容や使途別の金額、支出時期については、資金繰りの状況等に応じて決定する見込みであり、

現時点では未定です。
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第２ 【売出要項】

該当事項なし
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

該当事項なし
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

該当事項なし
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第２ 【統合財務情報】

該当事項なし
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第３ 【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交付子会社

との重要な契約）】

該当事項なし
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。

 
１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第13期(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)　2025年６月18日関東財務局長に提出

 
２ 【半期報告書】

事業年度　第14期中(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)　2025年11月27日関東財務局長に提出

 
３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日(2026年１月15日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業

内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書を2025年12月23日に関東財務局長に提出
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第２ 【参照書類の補完情報】

　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載された「事業等の

リスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後、本発行登録追補書類提出日(2026年１月15日)までの間において生じた変

更その他の事由はありません。また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、そのうち有価証券報

告書の「第一部　企業情報　第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 （5）目標とする経営指標」に記

載されている、三井住友トラストグループの2025年度の予想数値は、当該有価証券報告書の提出日時点の予想数値であり、本発行

登録追補書類提出日（2026年１月15日）現在における予想数値とは異なっております。当該事項を除き、有価証券報告書等に記載

されている将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日(2026年１月15日)現在においてもその判断に変更はなく、新たに記載

すべき将来に関する事項もありません。なお、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。
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第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

三井住友信託銀行株式会社　本店

(東京都千代田区丸の内一丁目４番１号)
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第四部 【保証会社等の情報】

該当事項なし
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券面総額又は振替社債の総額 30,000百万円

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

 

会　社　名　　　三井住友信託銀行株式会社

代表者の役職氏名　　取締役社長　大 山 一 也

 
 
１　当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

 
２　当社は、本邦において発行登録書の提出日（2025年４月４日）以前５年間にその募集又は売出しに係る有価証券届

出書又は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券の券面総額又は振替社債の総額が100億

円以上であります。

 
（参考）

第33回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（2025年１月23日の募集）
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

１．事業内容の概要 

2025 年９月 30 日現在、当社は、持株会社である三井住友トラストグループ株式会社の下、銀行、資産運用・資産管理、

不動産業務関連など様々なグループ会社で構成される三井住友トラストグループの中核をなす信託銀行として、統一さ

れたグループ経営戦略に基づき、多様な事業を行っております。 

当社及び当社の関係会社は、当社、連結子会社 37 社及び持分法適用関連会社 20 社で構成されております。 

当社及び当社の関係会社の事業に係る位置付け及び報告セグメントとの関係は次のとおりであり、主要な関係会社を

記載しております。 
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２．主要な経営指標等の推移 

(１) 連結 

2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

(自 2020 年 

４月１日 

至 2021 年 

３月 31 日) 

(自 2021 年 

４月１日 

至 2022 年 

３月 31 日) 

(自 2022 年 

４月１日 

至 2023 年 

３月 31 日) 

(自 2023 年 

４月１日 

至 2024 年 

３月 31 日) 

(自 2024 年 

４月１日 

至 2025 年 

３月 31 日) 

連結経常収益 百万円 1,255,551 1,249,695 1,695,357 2,349,790 2,780,299 

うち連結信託報酬 百万円 102,883 110,539 109,721 116,269 120,885 

連結経常利益 百万円 156,885 203,664 265,045 86,295 346,309 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
百万円 125,358 149,223 177,649 65,821 243,052 

連結包括利益 百万円 178,902 66,845 180,512 393,204 101,766 

連結純資産額 百万円 2,341,495 2,348,510 2,468,222 2,791,467 2,762,197 

連結総資産額 百万円 63,149,243 64,346,726 68,737,987 75,578,189 77,945,182 

１株当たり純資産額 円 1,381.78 1,385.34 1,456.34 1,648.81 1,631.40 

１株当たり当期純利益 円 74.86 89.11 106.08 39.30 145.14 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 3.66 3.60 3.53 3.65 3.50 

連結自己資本利益率 ％ 5.57 6.44 7.45 2.53 8.84 

営業活動による 

キャッシュ・フロー
百万円 6,525,876 △185,086 2,556,372 4,256,169 3,963,616 

投資活動による 

キャッシュ・フロー
百万円 △472,822 △845,015 960,590 △2,577,514 △1,731,195 

財務活動による 

キャッシュ・フロー
百万円 △199,897 △116,693 △156,900 △53,959 △51,036 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
百万円 16,741,171 15,653,061 19,092,918 20,757,770 22,997,916 

従業員数 

［外、平均臨時従業員数] 
人 

20,472 20,281 20,571 20,972 21,180 

[2,098] [2,090] [2,148] [2,280] [2,341] 

信託財産額 百万円 239,846,590 248,215,419 256,225,715 257,466,804 263,279,750 

 (注)１．「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を 2022 年度の期首から適用しております。2022 年度以降に係る主要な経営指

標等については、時価算定会計基準適用指針を適用した後の指標等となっております。 

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等及び「時価の算定に関する会計基

準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日）等を 2021 年度の期首から適用しております。2021 年度以降に係

る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 

３．デリバティブ取引に係る担保の有無による信用リスクを適切に表示するため、2021 年度よりデリバティブ取引

の時価評価による金融資産と金融負債に係る表示方法を変更しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、2020 年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

４．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

５．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しておりま

す。 

６．連結自己資本利益率は、親会社株主に帰属する当期純利益を、非支配株主持分控除後の期中平均連結純資産額で

除して算出しております。 

７．連結株価収益率は、株式が非上場であるため、記載しておりません。 

８．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しております。

なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は当社１社です。 
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(２) 単体

回次 第９期 第 10 期 第 11 期 第 12 期 第 13 期 

決算年月 2021 年３月 2022 年３月 2023 年３月 2024 年３月 2025 年３月 

経常収益 百万円 845,587 839,361 1,310,130 1,956,473 2,184,377 

うち信託報酬 百万円 102,883 110,539 109,721 116,269 121,189 

経常利益 百万円 114,003 150,808 224,597 58,701 310,745 

当期純利益 百万円 95,941 113,343 169,135 57,839 239,563 

資本金 百万円 342,037 342,037 342,037 342,037 342,037 

発行済株式総数 

普通株式 
千株 1,674,537 1,674,537 1,674,537 1,674,537 1,674,537 

純資産額 百万円 2,049,539 2,051,305 2,127,915 2,364,571 2,347,195 

総資産額 百万円 61,322,366 62,530,092 66,824,746 73,338,642 75,486,614 

預金残高 百万円 33,174,292 32,898,724 35,041,223 37,151,896 37,387,431 

貸出金残高 百万円 30,691,618 30,916,363 31,947,351 33,773,133 32,253,158 

有価証券残高 百万円 7,090,335 7,951,169 6,999,285 9,952,494 11,431,249 

１株当たり純資産額 円 1,223.94 1,224.99 1,270.74 1,412.07 1,401.69 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額） 

普通株式 

円 

28.65 

(16.80) 

32.01 

(17.92) 

40.68 

(21.97) 

52.43 

(22.81) 

77.52 

(47.82) 

１株当たり当期純利益 円 57.29 67.68 101.00 34.54 143.06 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 3.34 3.28 3.18 3.22 3.10 

自己資本利益率 ％ 4.71 5.52 8.09 2.57 10.16 

配当性向 ％ 50.00 47.29 40.27 151.79 54.18 

従業員数 

［外、平均臨時従業員数］ 
人 

13,740 13,608 13,757 13,848 13,947 

[491] [514] [550] [629] [704] 

信託財産額 百万円 239,846,590 248,215,419 256,225,715 257,466,804 263,279,750 

信託勘定貸出金残高 百万円 1,804,393 2,131,254 2,154,605 2,407,320 2,531,925 

信託勘定有価証券残高 百万円 857,610 859,127 846,569 830,452 858,567 

 (注)１．時価算定会計基準適用指針を第 11 期（2023 年３月）の期首から適用しております。2022 年度以降に係る主要な

経営指標等については、時価算定会計基準適用指針を適用した後の指標等となっております。 

２．収益認識会計基準等及び時価算定会計基準等を第 10 期（2022 年３月）の期首から適用しております。2021 年度

以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 

３．デリバティブ取引に係る担保の有無による信用リスクを適切に表示するため、第 10期（2022 年３月）よりデリ

バティブ取引の時価評価による金融資産と金融負債に係る表示方法を変更しております。この表示方法の変更を

反映させるため、第９期（2021 年３月）の財務諸表の組替えを行っております。 

４．第 13 期（2025 年３月）の普通株式の中間配当についての取締役会決議は 2024年 11 月 12 日に行いました。 

５．「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６．自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

７．自己資本利益率は、当期純利益を期中平均純資産額で除して算出しております。 

８．株価収益率、株主総利回り及び最高・最低株価は、株式が非上場であるため、記載しておりません。 
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９．信託勘定電子決済手段残高及び履行保証電子決済手段残高は、該当金額がないため記載しておりません。 

10．信託勘定暗号資産残高及び履行保証暗号資産残高は、該当金額がないため記載しておりません。 

11．信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高は、該当金額がないため記載しておりません。 
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